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• 商 号 ⾧瀬産業株式会社 NAGASE & CO., LTD.
• 創 業 天保３年（１８３２年）６月１８日
• 設 立 大正６年（１９１７年）１２月９日
• 資 本 金 ９６億円
• 従業員数 連結6,143名、単体851名（2019年３月末）

• 主な事業内容 化学品、合成樹脂、電子材料、化粧品、
健康食品等の輸出・輸入及び国内販売

• グループ会社 102社:国内35社、海外 67社（2019年3月末）

• 連結売上高 8,077億円（2018年度実績）
• 親会社株主に

帰属する当期純利益 201億円（2018年度実績）

大阪本社 東京本社 名古屋支店

代表取締役社⾧ 朝倉 研二

会社概要
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NAGASEグループの共通の価値観

3



NAGASEグループのビジョン
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NAGASEグループのセグメント概況
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NAGASEのビジネスモデル

従来の商社機能に加え、製造・加工機能と研究開発機能の融合により
ユニークで付加価値の高いビジネスモデルを展開

NAGASE
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NAGASEのあるべき姿
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商社からビジネスをデザイン
NAGASEへ

商社中心の考え方から、グループ一丸となって世界へ新たな価値を
創造・提供するNAGASEを目指します

NAGASEグループの強み

 強固な財務基盤
 情報ネットワーク
 グルーバルなロジスティックス
 技術の目利き力
 化学品管理のノウハウ
 歴史に裏打ちされた信頼

【ビジネスデザイナーの例】



ESGを経営の中核へ

NAGASEグループビジョンでは、「人々が快適に暮らせる安心・安全で温もりのある社会の実現に貢
献」することを掲げています。

化学系専門商社として「調達・購入」から「販売・廃棄」までの事業活動において、コンプライアンスの
徹底により、お取引先、地域・国際社会、行政などに安心・安全を感じていただくことも、NAGASEグ
ループの提供価値の一つとして認識しています。

グループ経営の中核にESGを浸透させるための地固めを進めるために、2018年度を「ESG元年」
と称し、社内勉強会の実施から初歩的な言葉の浸透活動、ESG関連活動の総点検などを実施し
てきました。SDGsの達成に向けた「水リスクへの対応」「気候変動対策」「生物多様性」も徐々にで
はありますが、取り組みを始めました。

2019年度は、NAGASEグループ全体の一貫性をより明確にするため、⾧期の外部環境や「リスク」
と「機会」の分析を行い、誰にどのような価値提供をする企業集団なのか、議論を深めながらマテリア
リティの設定を進めていきたいと思っています。

ESGに対するトップメッセージ
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サステナビリティ方針
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1. 誠実な事業活動
① 事業活動を行う各国・地域のあらゆる適用法令、規則を遵守し、社会的規範、社会的良識に基づいた企業活

動を行います。
② あらゆる腐敗を防ぎ、取引先、行政との健全かつ正常な関係の維持に努めます。
③ 安全で品質の高い製品、サービスを提供し、顧客・取引先の価値の維持・向上に努めます。
④ 公正かつ自由な競争の維持、促進を通じて消費者利益を保護します。
⑤ 自社及びお客様にかかわる情報の管理・保護の徹底に努めます。

2. 社会との良好な関係
① 人権の尊重とあらゆる差別的取扱いを禁止し、強制労働・児童労働などの人権侵害を認めません。
② 国や地域社会の文化や慣習を尊重し、社会との良好な関係を維持します。
③ さまざまなステークホルダーとの適切なコミュニケーション、健康と安全の確保に努めます。
④ サプライヤー企業のサステナビリティに対して常に細心の注意を払い、疑義が生じた場合にはその是正に向けて働

きかけます。
⑤ 適時適切に企業情報の積極的な開示を行います。

3. 環境への配慮
① 各国・地域の環境規制を遵守します。
② GHG排出やエネルギー消費の抑制などを通じ、事業活動における環境負荷の低減を推進し、気候変動の抑制

、汚染防止など、地球環境の維持に貢献します。
③ 環境に配慮した製品・サービスを通じ、お客様に対して製品の適切な使用方法、再資源化、廃棄方法などの情

報を提供します。
④ 各国・地域での環境保全活動を通じ、広く社会に貢献します。
⑤ 生物多様性の重要性を認識し、生態系の保全に努めます。



ステークホルダーへの提供価値とマテリアリティ
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• 遵法・倫理経営を実践し、地域社会の発展に貢献

• サプライチェーンに関わる人々の権利、健康、快適さに配慮

• 安心・安全で温もりのある社会実現に向けて製品・サービス

従業員

• 透明性の高い経営体制と
適時・適正な情報開示による信頼と安心

• 社会価値・経済価値の向上を両立し、
継続的な事業創造による企業価値の最大化

• 先進技術を用いた生産性向上や多様な人材の活用

• グループとして多様な背景を持つ従業員が、お互いを尊重し、
活性化し合う職場環境の提供と企業文化の醸成

取引先

社会・
消費者

株主

• 先端技術と取引先ネットワークを活用した新たな価値創造

• 複雑性が高まる取引先課題の真因理解に基づく、幅広い解決手法の提供

• 気候変動、食料・水不足等、安心安全を脅かす課題の解決
• 食の安全の確保・向上にバイオやAI等の先端技術を活用して貢献
• 先進国を中心とした高齢化進行による健康維持に対する需要の充足
• グローバリゼーションの加速、地域毎の社会課題解決への寄与

• 透明性の高いコーポレート・ガバナンスを確立

• 社会価値と経済価値の両立による持続的な企業価値向上

企業活動と提供価値 マテリアリティ（重要課題）

• お取引先を深く理解し、
幅広い可能性を追求できる協力関係の構築

• バリューチェーン全体で取組むべき課題や
社会課題に対するソリューション

• 安全で働きやすい職場環境

• 従業員が明るく、楽しく、活き活きと仕事が出来る環境

• 従業員とその家族が誇りを持って語れる企業集団



中期経営計画『ACE-2020』 「収益構造の変革」 ポートフォリオの最適化

経営資源の最大効率化を進めるために､事業を4つの領域
｢育成｣｢注力｣｢基盤｣｢改善｣に仕分けし事業を拡大する

事業の仕分けと領域にあった戦略の実行
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不採算事業の整理を加速し、再配分可能な経営資源の確保と
積極的な成⾧投資を行う（資産の入替）

NPV(事業が将来生み出すキャッシュ・フローの現在価値)の活用と、ハードルレート・IRRの比較により、

成⾧事業と不採算事業のグルーピングを行い資産の入替を加速する

注力領域
さらなる収益拡大を見込む事業領域 3年以内に注力領域への転換を期待する領域 育成領域に

追加できる
事業創造
VCの活用

撤 退

【資源配分方針】
成⾧(拡大）を加速するための集中した資源配分
【優先施策】
①規模の拡大 ②収益構造の精査 ③市場の横展
開 ④マーケティング強化 ⑤リスクの最小化

【資源配分方針】
収益源として事業を⾧期に維持するための資源配分
【優先施策】
①コスト（固定費、変動費）の削減 ②リスクの
最小化 ③シナジーの模索 ④事業の安定化
⑤収益構造の改善 ⑥合理化の徹底

【資源配分方針】
成⾧を加速するための資源配分
【優先施策】
①規模の拡大 ②収益構造の精査
③マーケティング強化 ④リスクの最小化

【優先施策】
①戦略の見直し
②撤退も視野に入れた抜本的構造改革

基盤領域
安定的に企業価値向上に貢献する領域

改善領域
早期に抜本的な収益構造の改善が
必要な領域

注力領域、
基盤領域に
追加できる
コーポレート

主導の
M&A

育成領域

資産入替と資源の再配分

ライフ＆ヘルスケア エレクトロニクス



ポートフォリオの最適化実施状況
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注力領域への資源配分 Prinova Group, LLC 買収の概要

対象企業 Prinova Group, LLC及び子会社 計18社

買収価格 約630億円

投資回収期間 15年以内

資金調達 有利子負債および手元資金

買収目的

当社同様「商社＋加工＋最終製品受託製造」を垂直統合し
たことにより、成⾧し続けている企業であり、買収により
• 欧米における戦略基盤とする
• フード事業の強化と市場プレゼンスの向上
• 顧客に付加価値を提供するバリューチェーンを得る
• 林原等、従来の事業とのシナジーを創出する
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Prinova Group, LLCの概要

会 社 名 Prinova Group, LLC
本 社 米国イリノイ州（シカゴ近郊）
設 立 年 1978年
事業規模 売上: 約777百万ドル
(2018年12月期) 営業利益:約42百万ドル
従業員数 約950人

取扱品目 食品成分（ビタミン、アミノ酸等）
香料、プレミックス品及び受託
製造品（スポーツニュートリション）

事業内容 食品素材・香料の販売、
プレミックス品の製造・加工、
受託製造

製造拠点 米国(4)、英国(1)、中国(1)

販売拠点 米国、英国等、10ヵ国

商社業 製造業

垂直統合型企業
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中期経営計画（ACE-2020）における指標
KGI（Key Goal Indicator）: 目標とする指標

**中計期間中の合計額
*単純合算値であり、連結決算数値と一致いたしません
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KPI（Key Performance Indicator）: KGI達成のための因数指標
変革/戦略 施策 KPI （指標） 2017年度 2018年度 2019年度

（計画）※
2020年度

収益構造
変革の指標

注力ビジネス拡大
(ポートフォリオ最適化)

*注力領域 営業利益額 131億円 126億円 131億円 169億円

注力領域成⾧投資分配率 52% 82% 46% 35%以上

グローバル展開の加速
(収益基盤の拡大強化)

*海外グループ会社売上高 3,890億円 4,053億円 4,205億円 6,000億円

米州売上成⾧率 103％ 118％ 125％ 170％

製造業の収益力向上
(収益基盤の拡大強化)

*グループ製造業営業利益額 114億円 116億円 120億円 144億円

*損益分岐点売上高比率 76％ 76％ 76％ 73%
企業風土
変革の指標

効率性の追求
（経営基盤の強化）

グループ連結売上高販管費比率 10.0％ 9.9％ 10.0％ 9.4％

財務戦略
指標

投資 **成長投資額 235億円 324億円 529億円 1,000億円

強固な財務体質 格付け（R&I） 「A」 「A」 「A」以上 「A」以上

KGI 2017年度 2018年度 2019年度（計画）※ 2020年度

連結売上高 7,839億円 8,077億円 8,200億円 1兆円 以上
連結営業利益 241億円 252億円 215億円 300億円 以上

ROE 5.8％ 6.6％ 5.5％ 6.0% 以上

※2019年度（計画）:2019年5月時点の数値

※2019年度（計画）:2019年11月1日公表の通期業績予想修正後の数値
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親会社株主に帰属す

る当期純利益（右軸）

成⾧投資1,000億円
+α

拡大･強化拡大･強化
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変 革変 革

277237202 1,074

事業と運営の
質の向上

事業と運営の
質の向上

“ CHANGE” 11

投資額
（億円）

業績および投資額推移

中期
経営計画

リーマンショック

ITバブル崩壊

推 進
方針継続

411

収益構造の変革
企業風土の変革
収益構造の変革
企業風土の変革
ACE-2020

～～
～～

（億円）

“ CHANGE”
の加速

“ CHANGE”
の加速

（億円）
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アベノミクス

2009年1月5日の終値を1.0とした場合の推移当社およびTOPIX株価の推移



収益力の向上と企業体質の一層の充実強化を図り、連結業績連動を基礎とした、
株主の皆様への安定配当を継続して行うことを基本方針としており、連結配当性向
および連結純資産配当率を勘案して、1株当たり配当額の向上を目指します。

配当状況
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11/03 12/03 13/03 14/03 15/03 16/03 17/03 18/03 19/03
20/03
（予定）

一株当たり配当金

(左メモリ)
22 24 26 28 30 32 33 40 42 44

配当性向

（左メモリ）
22.0 36.0 23.2 30.5 33.7 33.0 40.4 29.3 26.0 31.5

DOE(右メモリ) 1.42 1.52 1.52 1.50 1.44 1.46 1.48 1.69 1.71 1.75

0.5

1.0

1.5

2.0

10

15

20

25

30

35

40

45

（％、円） （％）

※1   18/03期の配当金には、特別配当金5円を含んでおります。
※2   20/03 期の期末配当金は、2020年6月開催予定の第105回定時株主総会に附議予定です。



ガバナンス
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取締役会の構成
【現状】
7名（うち社外取締役2名）

↓

【2020.7~】予定
８名（うち社外取締役3名:女性1名）


